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４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に総合
評価のための書類及び本公告に示した物品を
貸付けできることを証明する書類を添付して
入札書の受領期限までに提出しなければなら
ない。入札者は、開札日の前日までの間にお
いて、学長から当該書類に関し説明を求めら
れた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
貸付けできると学長が判断した入札者であっ
て、国立大学法人九州工業大学の契約事務取
扱規程第13条の規定に基づいて作成された予
定価格の制限の範囲内で、学長が入札説明書
で指定する性能、機能、技術等（以下「性能
等」という。）のうち、必須とした項目の最低
限の要求要件をすべて満たしている性能等を
提案した入札者の中から、学長が入札説明書
で定める総合評価の方法をもって落札者を定
める。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : OIE Yuji, President,

Kyushu Institute of Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

rent : Computer Systems for Research and

Education (Engineering) 1 Set

 Rent period : From 22 March, 2021 th‑

rough 21 March, 2026

 Rent place : Kyushu Institute of Technol‑

ogy Faculty of Engineering

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 7 of the Regula‑

tion concerning the Contract for Kyushu

Institute of Technology Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2020 in the

Kyushu・Okinawa area in offer of ser‑
vices for participating in tenders by Sin‑

gle qualification for every ministry and

agency,

Ｃ meet the qualification requirements

which President, Kyushu Institute of

Technology may specify in accordance

with Article 8 of the Regulation,

Ｄ not be currently under a suspension of

business order as instructed by President,

Kyushu Institute of Technology.

 Time limit of tender : 17 : 00 4 Novem‑

ber, 2020

 Contact point for the notice : NAKA‑

MURA Masaki, Procurement Section 1,

Accounting Division, Kyushu Institute of

Technology, 11 Sensui‑cho Tobata‑ku
Kitakyushu‑shi 8048550 Japan, TEL

0938843029
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
本入札公告に記載の工事は、技術資料を共通化
できる２件の工事を対象に、一括して公告し、審
査を実施する試行工事である。
令和２年９月 14 日
支出負担行為担当官
沖縄総合事務局開発建設部長 中島 洋

◎調達機関番号 007 ◎所在地番号 47
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名
 那覇港（新港ふ頭地区）岸壁（－12ｍ）
築造工事 （第２次）
 那覇港（新港ふ頭地区）岸壁（－12ｍ）
築造工事 （第３次）

（電子入札対象案件）
 工事場所 沖縄県那覇市港町地先
 工事内容 共通工、潜水探査工、海上地

盤改良工、基礎工、本体工（ケー
ソン式）、本体工（ブロック式）、
被覆・根固工、上部工、付属工、
裏込・裏埋工、埋立工、測量
共通工、潜水探査工、海上地
盤改良工、基礎工、本体工（ケー
ソン式）、被覆・根固工、上部
工、付属工、裏込・裏埋工、埋
立工、測量

 工期 契約締結日の翌日から令和３年
11月30日まで

 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、品質確保のための体制その他の施
工体制の確保状況を確認し、施工内容を確実
に実現できるかどうかについて審査し、評価
を行う施工体制確認型総合評価方式の試行工
事である。

 本工事は、契約締結後、総価契約の内訳と
して、単価等について合意を行う「総価契約
単価合意方式」の対象工事である。
なお、本方式の実施にあたっては、単価等
を個別に合意する方式（以下「個別合意方式」
という。）を基本とするが、受注者の希望によ
り、単価を一括的に合意する方式（以下「一
括合意方式」という。）も可能とする。
 本工事は、中間前金払いに代わり、出来高
に応じた部分払を選択することができる「出
来高部分払方式」の対象工事である。
 本工事は、休日の確保を評価する「休日確
保評価型（工期指定）」の試行工事である。
 本工事は、競争参加資格を有すると認めら
れた者に対し、見積参考資料を開示する試行
工事である。
 本工事は、若手の主任（監理）技術者を定
期的に指導する経験豊富な技術者（技術指導
者）を配置できる「若手技術者登用促進型」
の試行工事である。なお、技術指導者の配置
については、参加表明書の提出者が選択でき
るものとする。若手主任（監理）技術者は、
令和２年４月１日時点で満40歳未満の者とす
る。
 本工事は、主任技術者又は監理技術者の配
置変更等の試行工事である。

 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。ただし、総合評価に係る技術提案の範囲
は対象としない。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、資料の提出、入札を電子入札シ
ステムで行う対象工事である。
なお、電子入札システムにより難いものは、
発注者の承諾を得た場合に限り紙入札方式に
変えることができる。

 本工事は原則として、当該入札の執行にお
いて入札執行回数は２回を限度とし、それま
でに落札者がないときは、予算決算及び会計
令（以下「予決令」という。）第99条の２の規
定に基づく随意契約には移行しない。
 本工事は、入札説明書、図面等の電子的な
提供（ダウンロード）を行う対象工事である。
 本工事は、発注者が本工事の積算に必要な
歩掛の一部について見積りを求める工事であ
り、見積書の提出は、入札説明書交付時に別
途配布する見積提出様式により、申請書提出
時に併せて電子入札システムで提出するこ
と。また、見積りを求めた歩掛については、
申請書及び歩掛見積り提出期限までに申請書
及び歩掛見積りを提出した者に対して入札説
明書等ダウンロードシステムにより公表する
工事である。
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